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東京証券取引所への「改善報告書」の提出に関するお知らせ 

 

 

 当社は、過年度の決算短信等、有価証券報告書等及び内部統制報告書を訂正した件につきまして、平

成 27 年３月 17 日付で株式会社東京証券取引所より、有価証券上場規程第 502 条第１項１号の規定に基

づき、その経緯及び改善措置を記載した「改善報告書」の提出を求められておりましたが、本日別添の

とおり提出いたしましたのでお知らせいたします。 
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用語の定義 

本報告書において用いる用語の定義は、次のとおりであります。 

用語 定義 

部品 当社の製品である高低圧配電盤、自動制御盤、分電盤及び監視制御

盤の製作に必要な電子部品をいう。 

材料 当社の製品である高低圧配電盤、自動制御盤、分電盤及び監視制御

盤の製作に必要な鉄板、銅材、電線及びボルト等をいう。 

部材 「部品」及び「材料」を総称して「部材」という。 

単体品 製品出荷後に、納品場所等における製品の改造・修繕又は部品の追

加等の必要性から、営業所から発送を依頼される部品又は材料等を

いう。工場在庫がある場合には工場から出荷し、工場在庫がない場

合には仕入先から直送される。単体品には、部品又は材料だけでは

なく、工場で加工の上、出荷されるものもある。社内においては、

「単体品」「単体部材」又は「単体」と呼称される場合がある。 

前工程担当者 工場における製造依頼書の受付を行う生産管理部前工程チームの受

付担当者をいう。 

現品票 仕入先から納品された部材と併せて返送されてくる当社作成の伝票

をいう。 

仮伝票 仕入先から納品された部材と併せて送られてくる仕入先作成の「納

品書」又は「送り状」をいう。 
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１．経緯 

（１）過年度決算訂正の内容 

 当社は、平成 27 年３月 13 日付「第三者委員会の調査報告書受領に関するお知らせ」において開示いたしま

した第三者委員会の調査結果に基づき、過年度決算短信の訂正を実施いたしました。 

 当該過年度決算短信等の訂正による業績に及ぼす影響額については以下のとおりであります。 
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（２）過年度決算短信等を訂正するに至った経緯・原因 

①本件不正行為発覚の経緯及び第三者委員会の設置 

本件不正行為発覚の経緯において登場する人物の略称は以下のとおりであります。なお、対象者の表記

については、平成 27 年 3 月 13 日付調査報告書（開示版）における表記に従っております。 

対象者 所属・役職等 

Ｘ１ 当社元従業員 

Ａ１ 執行役員社長室長兼総務部長 

Ｂ３ 経営管理本部経営管理部原価管理チームチームリーダー 

Ｂ４ 経営管理本部総務部副部長 

Ｄ１ 製造本部購買部山形購買外注グループグループマネージャー 

Ｄ２ 製造本部購買部山形購買外注グループ山形購買外注チームチームリーダー 

Ｄ３ 製造本部購買部山形購買外注グループ山形購買外注チーム 

Ｄ４ 製造本部購買部山形購買外注グループ山形購買外注チーム 

 

本件不正行為発覚の経緯は、以下のとおりであります。 

時 期 状 況 

平成 26 年 

春頃 

山形購買外注チームのＤ４は、同チームのＤ３とともに、仕入先に対す

る部材の発注業務を担当していたところ、以前よりＤ３に電話で発注依

頼をしてくるＸ１が、既に当社を退職していることを知った。そこで、

Ｄ４は、既に退職した従業員が発注依頼を行っていることに疑問を感

じ、Ｄ３に対し、「なぜ辞めたＸ１から電話がかかってくるのか」と尋

ねたところ、Ｄ３からは「それは静岡営業所の人が知っていることだ」

との回答があった。その後、Ｄ４は、検収処理を行う過程で、Ｘ１の依

頼に基づきＤ３がＭＭ株式会社（以下、「ＭＭ」という。）に電線を発注

していることを知った。 

平成 26 年 

秋頃 

Ｄ４が、上司である山形購買外注チームの TL であるＤ２に対し、既に

当社を退職したＸ１からＤ３が電線の発注依頼を受けていることを知

らせた上で、「静岡営業所に事実を確認した方がよいのではないか」と

相談したところ、Ｄ２は、「外注だろう」と答え、特に静岡営業所に確

認することはなかった。なお、Ｄ２はこの点につき、当社を退職した者

が外注先として当社と仕事をすることもあったので、Ｄ４の話も静岡営

業所の元従業員が退職後も当社の外注先として仕事をしていたのだと

思い込んでいたとの説明を行っている。Ｄ４は、その後、2回ほどＤ２

に相談したものの、Ｄ２は、静岡営業所所長に確認するなどの対応は特

に行わなかった。 

平成 26 年 

11 月 26 日（水）頃 

山形購買外注グループの GM であるＤ１は、仕入先に毎月交付する「検

収内訳」の確認・承認のための押印作業の際に、ＭＭに対して多額の発

注が行われていることに気付いたが、「検収内訳」に記載される項目は、

「注文 No.」、「数量」及び「金額」等のみであるため、発注内容までは
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時 期 状 況 

把握できなかった。そこで、Ｄ１が、担当者であるＤ３に発注内容を確

認したところ、「電線です」との回答を受けた。同氏は、その時点では

特にそれ以上の確認は行わなかった。 

平成 26 年 

12 月 2 日（火）頃 

Ｄ１は、Ｄ３に対して、再度、「どういう形で手配しているのか」と確

認したところ、Ｄ３からＭＭに対する「仮注文書」を提示され、発注し

た材料は「HIV 250 スケア 600ｍ」であること、電話で発注依頼を受け

ている注文であることを説明された。 

平成 26 年 

12 月 2 日（火） 

～4日（木）頃 

Ｄ１は、Ｄ３の説明を受け、本来は「製造依頼書」に基づき発注を行う

べきであり、電話による発注はルール違反であること、また、通常、工

場で使用する電線は、ＫＫ株式会社（以下、「ＫＫ」という。）から仕入

れており、ＭＭからは特殊な電線の仕入れが主であったことから、当該

取引について違和感を覚え、社内管理システムでＭＭに対する電線の発

注取引の内容を確認したところ、ＭＭに対し多額の発注が行われていた

ことが判明した。 

Ｄ４は、この頃、Ｘ１からＤ３に対する電話が週に一回程度の頻度とな

っていることから異常を感じ、Ｄ３がＸ１からの発注依頼に基づき行っ

ている発注内容を社内管理システムの「検収照会」で調べたところ、1

か月の発注金額が約 10 百万円と多額に上っており、他方で、工場内で

の材料の発注方式であるカンバン方式で発注されている「HIV 250 スケ

ア」の仕入金額は 50 万円程度に留まっている（したがって、異常に大

量の「HIV 250 スケア」がＸ１から発注依頼されている。）ことが分か

った。このため、Ｄ４は、Ｄ２に相談しても何も対応してもらえないこ

とから、Ｄ１に事実を伝え、「辞めたはずのＸ１から電話がかかってき

て、Ｄ３が電線を注文しているのはおかしくないか」と伝えた。 

Ｄ１が、Ｄ２に対し、Ｘ１からの発注依頼に基づくＭＭに対する多額の

電線の発注取引に関して確認したところ、Ｄ２は「知らない」と答えた。 

平成 26 年 

12 月 5 日（金） 

Ｄ１は、ＭＭに発注した電線に係る物件を確認するため、Ｘ１の携帯電

話に架電したがつながらなかった。 

平成 26 年 

12 月 6 日（土） 

午前中に、Ｘ１からＤ３に電話があり（前日のＤ１の電話を受けた折り

返しの電話と思われる。）、たまたま居合わせたＤ１が電話を代わった。

そして、Ｄ１がＸ１に対し、ＭＭとの取引について確認したいため、フ

ァックスで資料（平成 26年 4 月から同年 11 月までの間において、ＭＭ

に発注した電線（HIV）に係る取引の明細）を送りたいと伝えたところ、

Ｘ１は、ファックスはインク切れで使えないのでインクの補充後再度連

絡をすると回答した。 

平成 26 年 

12 月 8 日（月） 

 

Ｄ１は、早急に事実を解明する必要があると考え、Ｘ１からの連絡を待

つことなく、午前 8時過ぎにＸ１宛にファックスを送信したところ、そ

の後、Ｘ１から電話があった。そこで、Ｄ１が、Ｘ１に対し「電線を使
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時 期 状 況 

用した物件名とお客さんの名称を教えて欲しい」と伝えたところ、Ｘ１

が「日中も夜も仕事をしているため、時間がない」と応じたことから、

Ｄ１は、更にＸ１に対し、ファックスで送った資料に物件名と顧客名を

記入して返送するように依頼した。 

Ｄ１は、午後 6時前に、経営管理本部経営管理部原価チームのＢ３に依

頼していた、過去のＭＭに発注した電線（HIV）の取引データの抽出結

果を得、平成 19 年 12 月以降の当該取引の総額が約 7億円になることを

把握した。その後、Ｄ１は、取締役執行役員山形工場長の武田吉史氏（以

下、「武田工場長」という。）に、おかしな取引があること、総額で約 7

億円になること、Ｘ１には問い合わせをしていること等を伝えた。 

平成 26 年 

12 月 9 日（火） 

武田工場長は、取締役専務執行役員製造本部長の沢村幸男氏（以下、「沢

村製造本部長」という。）にＤ１からの報告内容を伝えたところ、沢村

製造本部長から武田工場長に対し、詳細を調べるようにとの指示があっ

た。その後、武田工場長は、執行役員経営管理本部総務部部長のＡ１に

電話で報告を行った。 

平成 26 年 

12 月 9 日（火） 

～10 日（水）頃 

Ｘ１からＤ１に対し、「12 月 11 日に山形に行く用事があるので山形工

場に行く」との連絡があった。 

平成 26 年 

12 月 10 日（水） 

東北支社会議が開催された仙台営業所において、沢村製造本部長は、代

表取締役社長執行役員の西谷賢氏（以下、「西谷社長」という。）に対し、

Ｘ１の発注依頼に基づくＭＭに対する電線（HIV）の発注取引について

報告した。 

平成 26 年 

12 月 11 日（木） 

Ｘ１が、午後 8 時 40 分頃に、山形工場に来社した。当初、Ｘ１は、Ｄ

１及び武田工場長の同席のもとで行われたヒアリングにおいて、主とし

てＸ１がＤ１から 8 日に受け取った資料を基に正常な取引である旨の

説明をしていた。その後、沢村製造本部長及び経営管理本部総務部副部

長のＢ４も参加の上、さらに平成 19 年以降の取引についても把握して

いる旨伝えたところ、Ｘ１がいずれも不正な取引であったことを認める

に至った。 

 

 上記に記載されております事実が判明したことに対して、当社としては、更なる客観性・公正性・透明

性を高めるため当社とは利害関係を有しない外部の専門家で構成される第三者委員会を設置し、当該不正

に関する事実関係・原因究明を調査し、再発防止策の検討・提言、同種事例の有無の調査の必要があると

判断し、平成 27 年 1 月 16 日に第三者委員会の設置に係る取締役会決議を行いました。 
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②第三者委員会の構成 

委員長 宇澤亜弓（公認会計士宇澤事務所 公認会計士・公認不正検査士） 

委 員 熊谷真喜（二重橋法律事務所 弁護士） 

委 員 森田恒平（森・濱田松本法律事務所 弁護士） 

 

第三者委員選定に際しましては、日本弁護士連合会による「企業等不祥事における第三者委員会ガイド

ライン」（平成 22 年 12 月 17 日改訂）に沿って委員の選定を行っております。 

 

③第三者委員会の調査期間及び調査方法 

調査期間 

平成 27 年 1 月 16 日から平成 27 年 3 月 12 日まで 

調査方法 

ア 本件不正行為に係る役職員及びその他関係者へのヒアリング 

イ 会計データ及び関連資料等の閲覧及び検討 

ウ デジタルフォレンジック調査の実施 

エ 山形工場及び九州工場における実地調査の実施 

オ 本件不正行為等に係る影響金額の算定 

 

④本件不正行為の概要及び経緯 

本件不正行為は、当社静岡営業所の営業担当者であったＸ１が、山形購買外注チームの単体品の購買発

注担当者に対し、電話での口頭による電線の発注依頼を行い、購買発注担当者は、当該発注依頼に基づき、

仕入先に発注を行い、かつ、元従業員が指定する場所（静岡県）に直送するように指示し、これにより、

仕入先が当該指定場所に直送した電線を元従業員が不正に取得し、これを廃品回収業者に転売したもので

ある。 

なお、当該不正行為は、平成 19 年 10 月より認められ、平成 26 年 12 月まで約 7 年間にわたり行われ、

本件不正行為の取引件数は、519 件で、発注金額の総額は 721,797 千円でありました。元従業員は、平成

24 年 9 月に当社を退職しており、退職後も不正行為を継続しておりました。 

 

⑤本件不正行為等による過年度決算訂正への影響 

本件不正行為等による、過年度の決算数値に与える金額的影響は、上記「（１）過年度決算訂正の内容」

に記載のとおりであります。 

本件不正行為については、電線が不正に発注されたことに伴い過大に計上された製造原価を修正するため

に、当該不正発注相当額を製造原価（売上原価）から減額するとともに、不正行為を行った元従業員に対

する同額の求償権を認識した上で、貸倒引当金繰入額（営業外費用）の計上を行っています。 

また、過去 5年間において 3件の懲戒処分事案が発生していることから、併せて過年度の決算数値の修

正を行っています。 

平成 23 年 4 月 28 日・同年 6 月 23 日懲戒処分事案については、主として、過大に計上された売上高を

減額し、不正発注相当額も製造原価（売上原価）から減額するとともに、同額の求償権を認識した上で、

貸倒引当金繰入額（営業外費用）の計上を行っています。さらに、平成 24 年 3 月 2 日懲戒処分事案につ

いては、先行計上されていた売上高及び売上原価の計上時期の修正を行い、平成 26 年 10 月 8 日懲戒処分

事案については、旅費等の架空費用相当額を製造原価（売上原価）から減額するとともに、同額の求償権
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を認識した上で、貸倒引当金繰入額（営業外費用）の計上を行っています。 

上記 4 件の金額的影響は、製造原価を修正するに際しては、原価差異の再計算が必要になることから、

個別事案毎に原価差異の再計算は行わずに、各期における修正対象の製造原価合計に対して原価差異の再

計算を行っています。したがって、各期の決算数値における修正額は、個別事案別の金額ではなく、該当

する事案の合計金額を記載しております。 

 

２．改善措置 

（１）不適正開示の発生原因の分析 

①山形工場における「製造依頼書」に基づかない仕入先に対する発注 

当社におきまして、単体品の発注に係る規定やマニュアルは存在せず、実務上の運用は、以下の（ア）

～（ウ）のとおりであります。 

 

（ア）営業所の営業担当者が、製造依頼書を起票し営業所長の承認を得る 

（イ）これを工場の前工程担当者に送付し、前工程担当者が当該「製造依頼書」の受付処理を行う  

（ウ）その後工場の購買発注担当者（単体品）が、当該「製造依頼書」に記載されている必要部材に関

して、工場在庫の有無を確認し、在庫の引当ができない材料については仕入先に発注を行う 

 

しかしながら、本件不正行為に関しては、山形工場の購買発注担当者（単体品）が、静岡営業所の営業

担当者であったＸ１から電話による口頭の発注依頼に基づき、「製造依頼書」を確認しないまま、仕入先

に対し部材の発注を行ったことにより、不正な発注が行われました。 

山形工場の購買発注担当者（単体品）は、Ｘ１に「製造依頼書」の作成を都度依頼していたところ、当

初はＸ１から虚偽の「製造依頼書」のオーダー番号を伝えられていましたが、後日、当該オーダー番号に

係る「製造依頼書」を確認することもなく、また、途中からは、「製造依頼書は、後で送る」等の説明を

受け、事前に「製造依頼書」を確認することもなく、事後にも「製造依頼書」の発行を確認することなく、

Ｘ１からの電話での口頭による発注依頼を受け続けました。 

また、山形工場の購買発注担当者（単体品）は、Ｘ１が退職したことを知った後もＸ１に対して静岡営

業所の担当者に引き継いで欲しい旨を伝えていたが、Ｘ１から「後任の担当者には引き継ぐ」、「顧客が私

（元従業員）を指名してくる」等と説明され、Ｘ１の退職後も電話による口頭での発注依頼に基づき不正

な発注が行われ続けたものであります。 

 このように、本件不正行為の発生は、山形工場の購買発注担当者（単体品）が、仕入先に対して発注を

行う場合には、「製造依頼書」に基づき行うという実務上の運用を遵守しなかったことが直接的な原因と

なったものであります。  

 

②山形工場における「仮注文書」に係る承認行為の形骸化 

当社においては、仕入先に対して発注を行う場合、購買発注担当者（単体品）は、「仮注文書」を作成

し、これを仕入先に対しファックスで送信することによって、実質的に仕入先に対する発注を行ったこと

にとなります。購買発注担当者（単体品）が「仮注文書」を作成した際には、当該担当者の上司であるチ

ームリーダーが内容を確認後、「仮注文書」の承認欄に承認印を押印する手続となっております。 

しかしながら、山形工場購買外注チームにおいては、チームリーダーの承認印は購買発注担当者（単体
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品）に預けられており、購買発注担当者（単体品）が「仮注文書」を作成し、チームリーダーの承認印を

自ら押印する運用がとられていました。かかる運用は、チームリーダーが工場内における別業務のため離

席することが多いことから業務の効率性を優先させたものでした。 

このように「仮注文書」に係る承認行為が形骸化していたことが、不自然な発注内容（発注対象品に対

する発注行為の頻度、発注量が不自然）であったにも関わらず、長期間発覚することなく、本件不正行為

が継続して行われることとなった直接的な原因であります。 

 

③検収手続きの不備 

（ア）直送品に対する検収手続きの不備 

単体品は、営業所の営業担当者の依頼に基づき、営業所又は現場に納品されます。単体品のうち、工場

在庫のあるもの及び工場内で加工を行うものに関しては、工場から営業担当者の指定する場所に出荷され

ますが、それ以外の工場在庫にないもの等は、仕入先から当該指定場所に直送されます。 

当社においては、この直送品の検収手続に係る規定及びマニュアル等は作成されておりませんでした。 

なお、部材等の購買発注担当者が、仕入先に発注した後、当社仕様の「注文書」及び「納品書」を仕入

先に送付します。仕入先は、原則として、仕入先の社判を押した「納品書」と併せて、当社が発注した部

材を工場に納品します。一方で、直送品に係る「納品書」に関しては、仕入先は、部材と併せて営業所の

指定する場所に送らず、「納品書」だけが工場に送付されます。これは、「納品書」に仕入単価が記載され

ていることから、単体品を顧客に直送する場合、顧客に仕入単価を知られないようにするため、直送品の

「納品書」については、当社の指示に基づき、仕入先は工場に送ることとしているためであります。 

このため、直送品の検収処理は、工場の単体品の検収担当者が、仕入先より回収した「納品書」の検収

欄に検収印を押印することにより行われております。したがって、直送品の検収担当者は、実際にモノの

受入れに関し、検収業務を行った営業担当者に確認しないまま「検収処理」を行っている状態となってお

ります。 

この結果、営業担当者の指定する場所に直送された単体品の検収業務（受入れ業務）については、「特

にクレームがなければ届いたはず」という認識に基づき、工場における購買発注担当者（単体品）が、仕

入先から送付されてくる当社仕様の「納品書」の検収欄に押印し、実際に検収業務を行った営業担当者等

に確認をすることなく検収処理が行われておりました。 

 

（イ）直送品以外に対する検収手続きの不備 

当社の検収業務フロー上は、受入担当者が、当社仕様の「納品書」と受け入れた部材を確認することに

なっているものの、当社仕様の「納品書」は現品よりも遅れて返送されてくる場合があります。そのため

実際には、工場内に納品された部材に関しては、工場の受入担当者が、納品された部材と、当該部材に添

付される当社仕様の「現品票」、「仮伝票」、「発注リスト（仕入先別）」又は「部品手配票」とを突合し、

受け入れた部材の検収を行っているのみであり、「納品書」と現品の突合又は現品と突合した「仮伝票」

等と「納品書」との突合は行っておらず、購買担当者においては、当社仕様の「納品書」のみに基づき、

支払いのための検収処理を行っているものであります。これらは検収業務全般において、工場内に納品さ

れる部材等に係る受入検査と、仕入先に対する支払いに係る検収処理とが必ずしも連動していないことと

なり、本件不正行為の原因ではないものの、本来行うべき検収業務に改める必要があると考えられます。 
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④山形工場における購買発注担当者の固定化 

本件不正行為は、平成 19 年 10 月から平成 26 年 12 月までの約 7年間もの長期間にわたり行われたもの

でありますが、当該期間中、単体品の購買発注担当者が一時的に休職をしていた約 4か月間を除き、すべ

て同一の担当者が、Ｘ１から発注依頼を受けておりました。このため、担当者の交代等による業務の見直

しの機会が失われ、本件不正行為が継続して行われたものであります。 

このように担当者が固定化されていた背景には、当社において人事ローテーションに係る方針が確立

していなかったことが認められます。人事ローテーションは、人材育成の観点からのみ行うものではな

く、特定の担当者が長期にわたり当該業務を行うことによる当該業務のブラックボックス化を回避し、不

正の予防・早期発見を実現する目的があります。しかしながら、当社においては人事ローテーションの方

針が確立されてなく、人員の配置等に関しましては、主として工場長の裁量に委ねられておりました。こ

れは、当社の役員において、コンプライアンス意識が希薄であり、かつ管理部門が軽視されていたことが

一因であると思われます。 

 

⑤役員のコンプライアンス意識に係る問題点 

本件不正行為は、平成 23 年懲戒処分事案との比較において、営業担当者が不正に発注依頼を行い、ま

た、営業担当者が指定した場所に仕入先が納品したモノを当該営業担当者が不正に取得・流用したという

点では、質的に類似の案件であります。 

そして、平成 23 年懲戒処分事案に際し、社内調査委員会による調査を行った結果として、（ａ）コンプ

ライアンス意識の向上、（ｂ）内部統制上の販売プロセスの強化、（ｃ）定期的な人事ローテーションを再

発防止策・改善策として提示し、かつ、単体部品発注データを注視し、異常発注を早期に発見するための

施策を講じる旨を付言しておりました。しかしながら、その後、（ｂ）内部統制上の販売プロセスの強化

に関しては、営業本部からの通達を発出する等の対応はあったものの、その他の提言等に関しては、その

対応が行われたとは認められない状況であります。 

特に、「単体部品発注データを注視し、異常発注を早期に発見するための施策」に関しては、まさに本件

不正行為に係るものであり、当時、社内調査委員会の提言を真摯に受け止め、これに誠実に対応していた

ならば、本件不正行為を早期に発見できた可能性が高かったと考えられます。 

これは、当社の代表取締役社長をはじめとする取締役が、売上又は工場における製作に対する意識が強

く、管理面に対する意識が希薄であったことに起因すると認められ、（ｄ）管理的な視点での業務フロー

の確立及び見直し、（ｅ）当該業務フローに係る規定及びマニュアル等の整備、（ｆ）規定及びマニュアル

等の整備に係る従業員等に対する理解及び周知のための研修の実施、（ｇ）規定及びマニュアル等の運用

状況の確認等の管理面を軽視していたと言わざるを得ない状況であります。これは、取締役の意識が売上

及び工場における製作に比し、管理面を含めコンプライアンスに対する意識が希薄であったことに起因す

ると認められ、このことが、本件不正行為に関係した従業員のコンプライアンス意識の欠如に係る背景的

な事情であったと考えられます。 

さらに、過去の平成 24 年懲戒処分事案においてもその再発防止策としてコンプライアンス意識の向上、

及び定期的な人事ローテーションを掲げていながらも、その後、当該再発防止策に係る対応に取り組んで

いるとは認められない状況であることも取締役のコンプライアンス意識、及び管理面に対する意識の希薄

さを示すものであると考えられます。 

また、監査役においても、当該再発防止策の取組状況について、問題意識は有していたものの、山形購
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買外注グループに対する監査において、九州購買チームに対する監査と同等の水平展開を徹底することな

く、形式的監査に留まったことが本件不正行為の要因となったと考えられます。 

 

⑥教育・研修制度に係る問題点（業務の理解及びコンプライアンスについて） 

当社の業務の理解に関しては、本件不正行為に関係する静岡営業所では、静岡営業所長が「仮伝票」を

確認した後、当該「仮伝票」を山形購買外注チームに送っていましたが、山形購買では、この「仮伝票」

に関して、特にその重要性を認識せず、一時的に保管するのみに留まっていました。しかしながら、仮に、

山形購買外注チームにおいて、検収業務の意味を理解し、静岡営業所から送付される「仮伝票」と「納品

書」との突合を行っていた場合には、本件不正行為に係る「仮伝票」が無いことは明らかであり、ゆえに、

本件不正行為を早期に発見できていた可能性があったものと考えられます。これも検収業務に係る理解不

足に起因するものであると考えられます。 

また、工場内においても、仕入先から調達する部材等に関して、受入担当者が部材等の現物を「現品票」

又は「仮伝票」と突合して、受け入れた部材の受入検査を行っておりますが、当該「受入検査」と、購買

担当者における仕入先に対する支払いのための「検収処理」とが必ずしも連動しておらず、単に形式的に

検収処理を行うのみであり、これも検収業務に係る理解不足に起因するものであると考えられます。 

さらに、コンプライアンスに関しては、本件不正行為において、購買発注担当者が、「製造依頼書」に

基づき発注しなければならないという実務上の運用を認識しながら、電話による口頭での発注依頼に基づ

き発注行為を行い、また、本件不正行為に係る「仮注文書」の作成に際し、本来は購買発注担当者の上司

が確認の上、押印すべき確認欄に、購買発注担当者が上司から預かっていた印鑑を用いて押印していまし

た。これは、当該上司及び購買発注担当者の実務上の運用を含めた規定、マニュアル等の遵守というコン

プライアンスに対する理解不足に起因するものであると考えられます。 

このように業務及びコンプライアンスに対する理解不足は、当社においてこれらに関する教育・研修制

度が確立していなかったことが一因であると考えられます。 

 

⑦管理部門の体制に係る問題点 

本件不正行為の背景的事情としまして、当社における管理部門の体制が人員等を含め脆弱であったこと

が認められます。 

この結果、（ａ）不十分な教育・研修制度、（ｂ）不十分な規定及びマニュアル等の整備及び運用、（ｃ）

不十分な計数管理（原価差異分析等）等をもたらし、本件不正行為が行われる土壌を作り上げたと考えら

れます。 

 

⑧規定及びマニュアル等に係る問題点 

当社においては、購買業務に関し、規定及びマニュアル等が十分に整備されておらず、また、適宜に改

定されておりませんでした。九州工場においては、「作業手順書」が活用されており、また、山形工場に

おいても、「標準作業指導書」が存在しておりましたが、これらマニュアル等の多くは改定がなされてい

ない状況であります。 

このため、規定及びマニュアル等に従った業務の遂行ではなく、実務上の運用に依拠する業務の遂行と

ならざるを得ず、また、運用そのものの内容も不明確となっていたことが本件不正行為の要因と考えられ

ます。 



 

‐14‐ 
 

 

⑨山形工場購買部門の人的資源不足について 

山形購買外注グループにおける慢性的な業務過多、すなわち慢性的な人員不足の状況が、発注業務や検

収業務を巡る担当者とその上長との間の相互牽制機能の欠缺の一因であり、ひいては、不自然な発注内容

（発注対象品に対する発注行為の頻度、発注量が不自然）であったにも関わらず、本件不正行為の発生及

び早期発見を困難ならしめた一因であると考えられます。 

 

⑩組織上の問題点について 

当社おいては、組織図上は、山形購買外注グループ及び九州購買チームは、購買部の管理下となってお

ります。しかしながら、購買部は、基本的に仕入先との単価交渉等がその主たる業務となっており、山形

工場及び九州工場における購買業務自体の管理監督は行っておらず、その権限もないのが実態であります。 

一方で、九州工場においては、工場長は、九州購買チームは、工場長の指揮・命令下にあると理解して

いましたが、山形工場においては、工場長は、山形工場における購買業務は購買部の指揮命令下にあると

理解していました。これは、購買部門の監督責任について明確な業務分掌を定めた規定類が存在しないこ

とから生じたものであると認められ、この組織上の問題点が本件不正行為の背景的事情と考えられます。 

 

⑪原価管理（差異分析）に係る問題点 

経営管理本部経営管理部が、月次で作成している「原価差異分析表」上、山形工場の「組立配線材料費」

の原価差異に関して、本件不正行為が行われた結果、平成 21 年 10 月以降は、ほぼ毎月、不利差異（標準

原価よりも実際原価が上回っている。）の状態が継続しており、月によっては、実際原価が標準原価の 2

倍近い金額に達していました。 

しかしながら、当社においては、標準原価を用いた原価差異に係る分析を行うための基礎的な知識が関

係者等において不足しており、原価差異分析の重要性の認識が不十分であったと認められます。この点に

おいて、関係者に対する差異分析を含めた原価計算に関する教育・研修制度が十分でなかったと考えられ

ます。したがって「原価差異分析表」を月次で作成するも、これらの理由により原価差異分析が行われず、

本件不正行為の端緒を把握しながらも長期間にわたり発見に至りませんでした。 

 

⑫内部監査に係る問題点 

平成 24 年度に実施したサンプリング調査において、本件不正行為に関する「仮注文書」を確認した機

会がありましたが、このとき、購買部門長による確認が行われているかについては「仮注文書」の確認欄

及び承認欄の印影の有無を確認するのみで、聞き取りを行う等実態把握に努めておりませんでした。さら

に、本件不正行為に係る「仮注文書」について、本来記入されるべきオーダー番号が欠缺していたことも

看過した上、本件不正行為に係る発注内容自体の不自然性に関しても感知しなかったため、本件不正行為

を発見するに至りませんでした。 

また、監査計画についても、例年同様の内容で作成されており、過去の不正事例の発生を受けて重点的

な監査項目が設けられる等の実効的な対処は認められませんでした。 

これに加え、担当者は 10 年近く変わっておらず、前記のとおり、人事ローテーションが固定化されて

いたことも内部監査が有効に機能しなかったことも一因であると認められます。 
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⑬内部通報制度について 

当社においては、セクハラに特化した内部通報制度はあるもののその他の不正等に係る内部通報制度は

なく、有効な内部通報制度の整備が不十分であったものと考えられます。 

 

（２）再発防止策にむけた改善措置 

【直接的事項の改善措置】 

①発注業務における業務の見直し 

 本件不正行為が行われた主たる直接的な原因の一つといたしまして、本件不正行為に係る単体品の購買

発注担当者が、仕入先に対して発注を行う場合には、「製造依頼書」に基づき行うという実務上の運用を

遵守しなかったこと、及び当該購買発注担当者の上司が、仕入先に部材の発注をする際に用いる「仮注文

書」の作成に際し、当該購買発注担当者に自らの印鑑を預け、「仮注文書」の承認印を押印させていたこ

とであると認められ、いずれも、本件不正行為に係る購買発注担当者及び当該購買発注担当者の上司が、

当社における実務上の運用に基づかず業務を行ったことに起因するものであると認識しております。これ

に対し以下の改善措置を講じております。 

 

（ア）仮注文書の承認の強化（不適正開示の発生原因の分析①、②に対応） 

   単体品を手配する場合の「仮注文書」を作成する際に山形工場においては山形工場購買外注グルー

プマネジャーまたは山形工場購買外注チームリーダー、九州工場においては九州工場購買チームリー

ダー（以下、「購買部門長」という。）による承認印押印手続きが形骸化していたことに対して、「仮

注文書」の承認手続きを以下のとおり定めマニュアルに記載することにより強化いたしました。 

  まず、「仮注文書」に「製造依頼書」の有無確認欄を新設し、購買部門長が「製造依頼書」の有無

を確認したうえで押印することにいたします。 

   また、「仮注文書」と「製造依頼書の添付資料（品名・数量などが記載された資料）」の照合を行い

ます。 

   さらに、「仮注文書」における承認印について、購買部門長各自が施錠管理をすることを義務化す

るとともに、各工場長が購買部門長の承認印の印影を台帳管理いたします。 

なお、改善後の発注プロセスにおける単体品発注に関するフローは以下のとおりであります。 

 

（単体品発注に関するフロー） 

• 営業担当者は、必要な単体品を販売管理システムへ入力し、「製造依頼書」を出表し起票印を

押印する。 

• 営業担当者は、「製造依頼書の添付資料」を作成し、「製造依頼書の添付資料」を併せ「製造

依頼書」に営業所長の承認を得て、山形工場は生産管理部・九州工場は前工程チーム（以下生

産管理部門）へ回送する。 

• 生産管理部門にて受付・押印した「製造依頼書」と「製造依頼書の添付資料」を、山形工場は

購買外注チーム・九州工場は購買チーム（以下購買部門という）へ回送する。 

• 購買部門は、在庫引当を行い、在庫がない場合、購買発注担当者は「製造依頼書の添付資料」

に基づき「仮注文書」を作成し担当者が押印する。購買部門責任者は製造依頼書の有無を確認

し、承認を行う。その後仮注文書を仕入先へ回送し、発注内容を販売管理システムへ入力する。 
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（イ）マニュアル発注における発注データと添付資料の照合チェック（不適正開示の発生原因の分析①、

②に対応） 

  当社における材料の発注方式は、工場における在庫数量があらかじめ設定された一定水準を下回る

と発注が行われる「カンバン方式」と、必要に応じて発注を行う「マニュアル方式」に区分されます。 

本件不正行為に利用された単体品の発注は「マニュアル方式」による発注で行われていますが、「マ

ニュアル方式」による発注は、予め発注する材料の内容や数量が決まっていないため、不正な材料の

発注に利用される可能性があります。 

そこで、「マニュアル方式」の発注について、購買発注担当者が発注データ入力後に発注データを

一覧化した「発注プルーフ」を出表し、山形工場においては山形工場購買外注グループマネジャー及

び山形工場購買外注チームリーダー、九州工場においては九州工場購買チームリーダーが「発注プル

ーフ」と当該発注の「添付資料（単体品の場合は製造依頼書の添付資料・工場で使用する共通材料の

場合は発注依頼書等）」を照合チェックし、発注行為に対する承認を行う手続を新たに設けることと

いたしました。 

発注プロセスにおける発注プルーフに関するフローは以下のとおりであります。 

 

   （発注プルーフに関するフロー） 

• 「マニュアル方式」の発注について、購買発注担当者が発注データ入力後に発注データを一覧化

した「発注プルーフ」を出表する。 

• 「発注プルーフ」と当該発注の「添付資料（単体品の場合は製造依頼書の添付資料・工場で使用

する共通材料の場合は発注依頼書等）」を照合チェックする。 

 

（ウ）購買部門が起点となる材料発注の承認行為の新設（不適正開示の発生原因の分析①、②に対応） 

   製造に必要な在庫品を購買部門が直接起点となり手配を行う場合、自部門のみで発注から検収まで

完結してしまうことから、当該発注に対しては工場長もしくは副工場長の承認により発注行為を行う

ルールを新たに設けマニュアルに記載することといたしました。 

 

（エ）発注時の例外的処理発生時の手続き明確化（不適正開示の発生原因の分析①、②に対応） 

   当社では実務上の運用として、原則、「製造依頼書」のない単体品手配は受け付けず、例外として

緊急時においては認めておりましたが、そうしたルールについて明確な規定やマニュアルは存在して

おらず、また、緊急時については詳細なルールも存在しておりませんでした。これにより結果として

製造依頼書がないまま部品手配が行われていたことが本件不正行為の要因となっておりました。 

そこで、今後は、「原則製造依頼書のない単体品手配は受け付けない」、例外的な取扱いとして「緊

急対応時で製造依頼書の発行が間に合わない場合、部品手配を行う営業担当者は必ず工場長もしくは

生産管理（前工程）責任者へ連絡することとし、連絡を受けた工場長もしくは生産管理（前工程）責

任者は、新設の記録用紙にオーダーNo と発注内容を記入したうえで、購買に発注指示を行う。後日

記録に対応する製造依頼書の到着を前工程部門が確認し、購買担当者へ製造依頼書の控えを回送する」

といった明確なルールをマニュアルに記載し、周知徹底させることといたしました。 
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（オ）営業部門における高額な部材手配のレビュー（不適正開示の発生原因の分析①、③対応） 

  発注データにおいて営業所あるいは現場直送に該当するものについて、一般的な現場作業時に使用

する部材の手配金額を勘案し、製造番号枝番の総額 50 万円以上の高額な発注について月次で経営管

理本部経営管理部原価管理チームにてリストを作成し、当該部材の手配を行った営業所を管轄する支

社長がその発注の正当性を確認することによって、不正発注を発見する手続きを新たに設け、営業本

部通達にて周知徹底することといたします。 

 

②検収業務における業務の見直し 

 本件不正行為が行われた主たる直接的な原因として、営業担当者の指定する場所に直送される単体品の

検収に係る業務フローが定められていなかったことに加え、検収業務全般をみても、現状、工場内に納品

される部材等に係る受入検査と、仕入先に対する支払いに係る検収処理とが必ずしも連動していない。す

なわち、業務フロー上は、受入担当者が、当社仕様の「納品書」と受け入れた部材を確認することになっ

ているが、実際には、工場内に納品された部材に関しては、工場の受入担当者が、納品された部材と、当

該部材に添付される当社仕様の「現品票」又は「仮伝票」とを突合し、受け入れた部材の検収を行ってい

るのみであり、「納品書」と現品の突合又は現品と突合した「仮伝票」等と「納品書」との突合は行って

いない。そして、購買担当者においては、当社仕様の「納品書」のみに基づき、支払いのための検収処理

を行っていることに起因するものであります。これに対し以下の改善措置を講じております。 

 

（ア）直送品に係る業務フロー策定（不適正開示の発生原因の分析③に対応） 

  直送品に係る検収業務に関しては、業務におけるリスクに対応した牽制手続が設けられておりません

でした。そのため、直送品に対する検収業務フローを策定し、当該業務手続の明確化を図っております。

新たな直送品に対するフローは以下のとおりであります。 

 

（直送品検収に関するフロー） 

• 仕入先は単体品を直送するとともに、「納品書」を購買部門へ回送する。 

• 営業担当者は、手配した単体品の到着を確認し、「製造依頼書の添付資料」に確認印を押印し購買

部門へ回送する。 

• 購買部門は、「納品書」と営業担当者から回送された「製造依頼書の添付資料」を照合し、販売管

理システムへ入力することで検収とする。 

 

（イ）直送品以外の検収業務の見直し（不適正開示の発生原因の分析③に対応） 

  当社における検収行為につきまして、現物確認がなされぬまま検収が行われていたことにより本件不

正行為のような異常発注を見逃してしまうことの要因となっていたことと認められます。これに対し今

後は購買部門において現品の納品に基づく照合後に検収を行うこととし、本来あるべき検収フローを構

築いたしました。この改定後の業務フローを購買部門担当者に周知徹底させ、適切な検収手続きを実施

することといたします。見直し後のフローは以下のとおりであります。 
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（検収に関するフロー） 

• 仕入先は、部材と「仮伝票」を工場へ納入するとともに、「納品書」を工場へ送付する。 

• 購買部門担当者は、部品の場合には販売管理システムの発注データに基づく「部品手配票」と当該

部品の照合を行い、また材料の場合には販売管理システムの発注データに基づく「発注リスト（仕

入先別）」又は「仮伝票」と当該材料の照合を行う。 

• これらの照合後に、購買部門担当者が「部品手配票」、「発注リスト（仕入先別）」または「仮伝

票」と「納品書」の照合し、販売管理システムへ入力することで検収とする。 

 

【全般的事項の改善措置】 

①役員・従業員に向けたコンプライアンス意識の徹底 

 本件不正行為の発生と発見の遅れについては、当社役員の意識が売上及び工場における製作に比し、管

理面を含めコンプライアンスに対する意識が希薄であったことに起因すると認められ、そして、このこと

が、従業員のコンプライアンス意識の欠如に係る背景的な事情となり、実務上の運用を含めた規定、マニ

ュアル等の遵守というコンプライアンスに対する理解不足に起因するものであると考えられます。これら

に対し以下の改善措置を講じてまいります。 

 

（ア）取締役会及び監査役会の活性化（不適正開示の発生原因の分析⑤） 

取締役会の運営が、経営成績と法定必要事項の議案を形式的に審議するだけの場になっておりまし

たが、今後は単なる状況報告に終わることがないように、各部門の抱える経営課題について、報告及

び十分な議論を進める等、運営の改善を実施してまいります。 

また監査役会は内部監査室と監査法人との情報交換の機会を増やし、より監査機能の充実を図ると

ともに、往査・監査で確認された懸念事項を取締役会に報告し、継続した是正を促します。 

 

（イ）コンプライアンス事務局の発足（不適正開示の発生原因の分析①、②、⑤、⑥、⑦、⑧、⑬対応） 

   コンプライアンス事務局（プロジェクトチーム）を発足し、役員・従業員のコンプライアンス意識

の徹底を図るための計画を策定してまいります。 

 

（ウ）役員のコンプライアンス意識について（不適正開示の発生原因の分析①、②、⑤、⑥、⑦、⑧、⑬

に対応） 

   外部の専門家を講師とする役員向けの講習会を継続的に実施していく予定です。当面、平成 27 年

6 月（予定）に講習会の開催を計画しております。役員の内部統制システムに対する理解等による社

内のコンプライアンス意識向上を図ってまいります。 

また、新任役員に対しては、毎年 7月頃に行われる外部の新任役員向けセミナーへの参加を義務づ

けることといたします。 
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（エ）従業員のコンプライアンス意識について（不適正開示の発生原因の分析①、②、⑤、⑥、⑦、⑧、

⑬に対応） 

   コンプライアンス事務局により、従業員に対し平成 27 年 5 月以降、DVD を用いたコンプライアン

ス研修計画を策定し、定期的に実施することで、社内規定及び法令等の遵守の重要性及びその意味等

の理解を深めさせ、従業員のコンプライアンス意識の向上を図ることといたします。 

 

②規定・マニュアル等の見直しと周知徹底 

当社においては、購買業務に関し、規定及びマニュアル等が十分に整備されておらず、また、適宜に改

定されておりませんでした。九州工場においては、「作業手順書」が活用されており、また、山形工場に

おいても、「標準作業指導書」が存在しますが、これらマニュアル等の多くは改定がなされていない状況

であります。 

このため、規定及びマニュアル等に従った業務の遂行ではなく、実務上の運用に依拠する業務の遂行と

ならざるを得ず、また、運用そのものの内容も不明確となっておりました。これらに対し以下の改善措置

を講じてまいります。 

 

（ア）規定・マニュアル等の見直し（不適正開示の発生原因の分析①、②、③、⑥、⑦、⑧に対応） 

   整備・改定されていなかった規定・マニュアル等の見直しを行い、業務の属人化を防止いたします。 

 

（イ）規定・マニュアル等の周知徹底（不適正開示の発生原因の分析①、②、③、⑥、⑦、⑧に対応） 

   各部門においては定期的な研修会を実施し規定・マニュアル等の定期的な読み込みを行い、周知徹

底を行うとともに継続的な規定・マニュアル等の見直しと適宜な更新を行ってまいります。 

   各部門における定期的な研修会の実施予定は以下のとおりであります。 

対象者 内容（テーマ） スケジュール 

山形工場購買部門所属員 規定・マニュアルの周知 平成 27 年 6 月以降・毎月１回 

九州工場購買部門所属員 規定・マニュアルの周知 平成 27 年 6 月以降・毎月１回 

 

③人事ローテーションに係る方針の策定と運用 

 本件不正行為の背景的事情として、当社おいて人事ローテーションに係る方針が確立していなかったこ

とが認められます。これに対し以下の改善措置を講じてまいります。 

 

（ア）人事ローテーションに係る方針の策定と運用（不適正開示の発生原因の分析④に対応） 

   採用を含めた人事計画を策定するとともに、本件不正行為及び過去の懲戒処分事案に鑑み、営業部

門及び購買部門に該当し、在籍期間 5年超の者を対象者とした、対象者リストを作成し各部門責任者

に提出、各部門責任者は対象者について職務経歴等を精査の上、総務部との協議を経て、各部門事情

にも配慮しつつ人事異動案を作成するものといたします。 

   なお、購買部門における長期間配属されている社員については平成 27 年 4 月の人事異動による他

部門との配置転換、所属部署内での担当業務の変更を計画しております。 
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（イ）購買部門内における担当業務の変更（不適正開示の発生原因の分析④に対応） 

   本件不正行為及び過去の懲戒処分案に鑑み、購買部門における同一業務が長期間に及ばぬよう購買

発注担当者の変更を適宜行うために、購買部門の業務分担の履歴を記録いたします。これにより、購

買発注担当者の固定化の回避を図ってまいります。 

 

④人的資源の増員と強化 

 本件不正行為の背景的事情として、当社における管理部門及び購買部門の体制が人員等を含め脆弱であ

ったことが認められます。これに対し以下の改善措置を講じてまいります。 

 

（ア）管理部門における増員と強化（不適正開示の発生原因の分析⑦、⑪、⑫に対応） 

   平成 27 年 4 月に他部門からの配置転換 1 名と新卒者 1 名の配属を実施いたします。さらに今後、

人員体制の見直しを毎年 2月に行い、配置転換及び新卒者の採用などによる人員計画を策定してまい

ります。 

 

（イ）購買部門における増員と強化（不適正開示の発生原因の分析④、⑧、⑨、⑪に対応） 

   平成 27 年 4 月に他部門からの配置転換 2 名と新卒者 2 名を実施し、また中途採用も予定しており

ます。さらに今後、人員体制の見直しを毎年 2月に行い、配置転換及び新卒者の採用などによる人員

計画を策定してまいります。 

 

⑤業務に即した組織の改編（不適正開示の発生原因の分析⑩に対応） 

 当社における組織上の問題点としまして、購買部門の監督責任について明確な業務分掌を定めた規定類

が存在しないことから生じたものであると認められます。 

これを踏まえ、単価交渉を主たる業務とする購買部は、製造本部から独立させ社長直轄とし、また山形工

場購買外注グループを山形工場、九州工場購買チームを九州工場の管理下とし、各工場長の指揮命令下と

することにより、監督責任の所在を明確化した組織体制とこれに伴う規定類の整備を実施することといた

します。 

 

⑥原価管理（差異分析）について 

 当社おいては、各工場の管理部門及び経営管理部の原価管理に対する意識が希薄でありました。また、

原価管理すべき部門が明確でなかったことなどから「原価差異分析表」を月次で作成するも、工場等にお

いて、具体的な差異分析等を行っておりませんでした。このことが本件不正行為の端緒を把握しながらも

長期間にわたり発見に至らなかった原因の一つと考えられます。これに対し当社は以下の措置を講じてま

いります。 
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（ア）各工場における原価差異分析の実施（不適正開示の発生原因の分析⑦、⑪に対応） 

原価差異の分析は、当該差異分析の結果、業務の不効率等に起因するものであれば、当該差異の把握

により業務を改善することで当該業務の有効性・効率性に寄与するとともに、一方で、不正等の早期発

見に資するものであります。よって各工場におけるマネジメント項目として原価差異分析を加え月次単

位の差異の発生原因を追究することといたします。 

そのために、経営管理部が原価差異分析に必要となる資料を工場長に提供し、工場長は担当者（生産

管理部門）を指名し、工場長と担当者によって発生原因の分析（例えば配線材料費の異常な原価差異に

ついては数量差異・価格差異の差異分析）を行い、必要に応じて標準原価の見直しも行ってまいります。 

 

（イ）教育・研修制度の策定（不適正開示の発生原因の分析⑦、⑪に対応） 

  これまで、経営管理部が工場において原価差異分析を行うべき関係者に対する必要な教育・研修を実

施していなかったことから、分析を行うために必要な知識が不足しておりました。 

今後は、毎月、原価差異分析に関する知識を有する経営管理部長が、原価差異分析資料を工場長に提

供する際、工場長及び工場長の指名する者に対し、原価差異分析を行うために必要な教育・研修を行っ

ていくことといたします。 

 

⑦内部監査部門の強化 

 当社おいては購買業務に関する十分な内部監査が行われていなかったこと、また内部監査を行う人員等

の体制が不十分であったことが本件不正行為発見の遅れの一因であると認められます。これに対し以下の

改善措置を講じてまいります。 

 

（ア）内部監査部門における体制強化（不適正開示の発生原因の分析⑦、⑫に対応） 

   人員体制の見直しを行ったうえで、平成 27 年 4 月に現経営企画室の所属員を専任に、現経営管理

部の所属員を兼任とする配置転換を行い、内部監査室を 2名とし、体制を強化してまいります。 

 

（イ）内部監査部門におけるスキルアップ（不適正開示の発生原因の分析⑦、⑫に対応） 

   内部監査担当者に対して社外のセミナーを受講させ、内部監査に対する技術的な向上を図ってまい

ります。 

 

（ウ）内部監査内容の見直し（不適正開示の発生原因の分析⑦、⑫に対応） 

   監査法人との意見交換を行い、監査内容の見直しを行います。さらにリスクアプローチに基づく監

査計画や抜き打ち監査の実施等、より効果的な内部監査を実施いたします。 

 

⑧内部通報制度の構築 

 現在は、セクハラに特化した内部通報制度はあるものの、その他の不正等に係る内部通報制度は存在し

ておりませんでした。これに対し以下の改善措置を講じてまいります。 

 

（ア）社内通報窓口の強化（不適正開示の発生原因の分析⑬に対応） 

   今後はセクハラのみならず、不正行為全般に係る通報窓口として総務部にて運用してまいります。 
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（イ）社外通報窓口の新設（不適正開示の発生原因の分析⑬に対応） 

   社内の通報窓口のみならず、外部の弁護士を窓口とした内部通報制度を新設し、運用してまいりま

す。 

外部の弁護士は、通報者の氏名その他の個人を特定する事項は、通報者の承諾がない限り公表しな

いものといたします。 

 

（ウ）内部通報制度の周知（不適正開示の発生原因の分析⑬に対応） 

   上記の内部通報制度の強化・新設について、従業員へ向けて文書等で通知を行い、制度の趣旨・具

体的利用方法・通報処理担当者の守秘義務・通報者に対する不利益処分の禁止等を周知いたします。 

周知徹底することで法令違反及び不正行為を未然に防ぎあるいは、早期に発見して是正することで

コンプライアンスの強化を図ってまいります。 
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（３）改善措置の実施スケジュール 

 

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

①発注業務における業務の見直し

（ア）仮注文書の承認の強化
実施・運用

（イ）マニュアル発注における発注データと添付資料の照合チェック
実施・運用

（ウ）購買部門が起点となる材料発注時の承認行為の新設
実施・運用

（エ）発注時の例外的処理発生時の手続き明確化
整備 実施・運用

（オ）営業部門における高額な部品手配のレビュー
実施・運用

②検収業務における業務の見直し

（ア）直送品に係る業務フロー策定
実施・運用

（イ）直送品以外の検収業務の見直し
実施・運用

①役員・従業員に向けたコンプライアンス意識の徹底

（ア）取締役会及び監査役会の活性化
実施

（イ）コンプライアンス事務局の発足
実施

●

（ウ）役員のコンプライアンス意識について ● ●

（エ）従業員のコンプライアンス意識について
実施

②規定・マニュアル等の見直しと周知徹底

（ア）規定・マニュアル等の見直し
整備 実施・運用

（イ）規定・マニュアル等の周知徹底
整備 実施・運用

③人事ローテーションに係る方針の策定と運用

（ア）人事ローテーションに係る方針の策定と運用
実施

（イ）購買部門内における担当業務の変更
実施

④人的資源の増員と強化

（ア）管理部門における増員と強化（毎年2月に検討） ●

（イ）購買部門における増員と強化（毎年2月に検討） ●

⑤業務に即した組織の改編 ●

⑥原価管理（差異分析）について

（ア）各工場における原価差異分析の実施
実施

（イ）教育・研修制度の策定
実施

⑦内部監査部門の強化

（ア）内部監査部門における体制強化
実施
●

（イ）内部監査部門におけるスキルアップ
実施

（ウ）内部監査内容の見直し
実施

⑧内部通報制度の構築

（ア）社内通報窓口の強化
実施・運用

（イ）社外通報窓口の新設
実施・運用

（ウ）内部通報制度の周知
実施・運用

【
直
接
的
事
項
の
改
善
措
置

】

【
全
般
的
事
項
の
改
善
措
置

】

2015年
改善措置
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３．不適切な情報開示等が投資家及び証券市場に与えた影響についての認識 

 この度、当社元社員の不正行為により過年度の決算数値を訂正する事態となり、株主・投資家をはじめ取引先

および市場関係者の皆様には多大なご迷惑とご心配をおかけするとともに株式市場の信頼を損ねる事態となりま

したこと重大な責任があると反省し深くお詫び申し上げます。 

 当社といたしましては、元社員の不正行為を未然に防ぐことが出来なかったことを厳粛に受け止め、全社をあ

げてコンプライアンス意識を高めるとともに再発防止策を実行し内部管理体制を再構築し、信頼の回復に努めて

まいりますので、何卒ご理解をいただき倍旧のご支援を賜りますようお願い申し上げます。 

 

以 上 
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